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グループ経営理念と経営方針

１．ガバナンス（企業統治）
・ 当社による

東急グループガバナンスの確立

２．アライアンス（連携・提携）
・ 東急グループ内外との

アライアンスによる成長

３．コンプライアンス（遵法）
・ コンプライアンス経営による

リスク管理

東急グループ経営方針の基本姿勢
２０００年４月

東急グループ経営方針の実行施策
２０００年４月

１．東急グループ事業再編成

による選択と集中

２．東急グループマネジメントの

整備

３．東急グループ成長戦略の

推進による事業の活性化

東急グループ経営理念

自立と共創により、総合力を高め、
信頼され愛されるブランドを確立する
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本経営計画策定に至る経緯

「自立と共創」を経営理念と決定１９９７年

主要約５０社に対し、自立に向け「３か年経営計画」を要求

「自立なき者は共創の輪に加わる事ができない」方針提示

１９９８年

信用収縮と株価下落に対応するため、

東急グループ経営とIR活動を推進する連結経営委員会設置

１９９９年

東急グループ経営方針の策定・発表・実行、

コーポレート会議新設によるグループガバナンス体制整備

２０００年

東急ホテルチェーン完全子会社化（国内ホテル事業統合）、

石油販売事業・地方交通事業の撤退及び縮小

２００１年 前
経
営
計
画
期
間

運送事業経営統合、東急ストア連結子会社化、

東急車輛製造完全子会社化、JAS/JAL経営統合、

非コア事業外部売却、海外事業縮小、

グループ経営目標（有利子負債/EBITDA倍率10倍以下）達成、

新指標ＥＶＡ導入決定、減損会計前倒し適用表明

２００２年
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グループ健全性回復

＜ 前経営計画の定量的総括（２００３年３月期まで）＞

■ 目標指標

健全性回復目標

グループ全体 有利子負債 ／ ＥＢＩＴＤＡ 倍率 １０倍以下

■ １９９９年３月期実績からの回復

“ 達 成 ”

２兆１,８８２億円 ２,２３８億円 ９.８倍

有利子負債

３兆 ３９７億円

ＥＢＩＴＤＡ 倍率

１９９９年３月期
実 績

１,８８３億円 １６.１倍

２００３年３月期
見 込

（２００２年１１月２７日時点）
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選択と集中の成果

２０００年３月期 実績 ２００３年３月期 見込 増 減

（２００２年１１月２７日時点）

グループ会社数 ４７９社 ３５８社 －１２１社

＜ 株式公開会社連結財務データ合算数値 ＞

総資産

有利子負債

営業収益 ３兆７０９億円 ２兆５,６４３億円 －５,０６５億円

営業利益 １,０６３億円 １,２１８億円 １５４億円

経常利益

ＥＢＩＴＤＡ

有利子負債／ＥＢＩＴＤＡ倍率

支払利息

４３１億円 ８２６億円 ３９４億円

当期利益 －５４億円 ２３１億円 ２８５億円

４兆９,２７５億円 ３兆９,６１２億円 －９,６６２億円

２兆９,７７８億円 ２兆１,８８２億円 －７,８９５億円

２,１８４億円 ２,２３８億円

７６４億円 ５００億円 －２６３億円

５４億円

１３.６倍 ９.８倍 －３.９ポイント
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新戦略における事業の原点と経営の目的

事業の原点 第一のＳＶＡ（Stakeholder Value Added）
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良い企業は効率的な価値創造により、

豊かな社会創造に貢献する

企業はステークホルダーとの共同システム

グループ理念と整合

【 事業の原点 】

企
業
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＝

【経営の目的】
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経営姿勢の強化

事業の原点 第一のＳＶＡ（Stakeholder Value Added）

ステークホルダーに対する経営姿勢

ＳＳ
【経営の継続性 Ｓustainability】

持続的成長が可能となる事業ドメインの選択、

マネジメントシステムの導入
＋

１．ガバナンス１．ガバナンス

２．アライアンス２．アライアンス

３．コンプライアンス３．コンプライアンス

ＶＶ
【経営の可視性 Ｖisibility】

視覚的に納得される組織構造の構築や制度の

運用

第二のＳＶＡ

ＡＡ
【責任の明確性 Ａccountability】

経営執行状況に関するステークホルダーへの

説明責任の履行
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東急ドメイン戦略による成長

事業モデルの

伝播

ブランドの

伝播

■ 単一業種に

よる

事業展開

業種に対する

選択と集中

■ 特定エリアに

おける

事業展開

エリアに対する

選択と集中

首都圏

鉄道事業との相乗効果を図るビジネスモデルを深化

コアを定める⇒沿線に軸足

不動産投資信託（ＲＥＩＴ）事業による下支え

【 注視点 】

三つ目のコア事業に
なりうるか

■ 沿線不動産事業の再編 ■ 渋谷等の開発

■ 沿線小売機能の拡充

【 成長戦略・・・コア事業への経営資源の重点配分 】

■ 人口 ● 流入施策

■ 消費 ● 流出対策

全国

沿線で培った

成功モデルの

全国への伝播
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事業持株会社化とグループポートフォリオ

【 概念図 】 ＜ 当社及び子会社等の位置づけ ＞

連結
子会社

連結
子会社

　
当
社
事
業
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スタッフ
部門

・・・

持分法
適用会社

持分法
適用会社

　
当
社
事
業

　
連
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子
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社
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コーポレート会議

取 締 役 会

鉄道事業
本部

・・

都市生活事業
本部

ポートフォリオ企業
当社単体当社単体

機能子会社 （ 機能子会社のうちシェアドサービスカンパニー ）
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当社事業部門の機能再編

【 これから･･三つの機能 】【 これまで・・三層構造 】

縦割り構造

↓

クロスファンクション

１層 コーポレート

２層 事業本部

３層 各 部

計 数

プランニング

マーケティング

資産管理

・・・

個
別
事
業

１

個
別
事
業

２

個
別
事
業

３

個
別
事
業

・・
・

事業本部内の
階層イメージを

排除し、

■ 縦軸機能
（個別事業）

■ 横軸機能
（各業共通）

の概念に転換

この部分に
ついて

コーポレート

シェアド
サービス

事業本部
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コーポレート部門の機能強化

【 会議体イメージ 】 【 部門ミッションと業務フローイメージ 】

財務戦略推進本部

（ グループ戦略実行会議を運営 ）

２年間で連結経営へ移行させる実行組織

経営統括本部

２年後の東急グループの姿を整える組織

（ コーポレート会議を運営 ）

コーポレート会議

グループ戦略実行会議

コーポレート機能コーポレート機能

経営成績

報告書作成
グループ戦略実行会議による

施策の立案・実施決定

レポートに基づく

パフォーマンスマネジメント
コーポレート

会議方針決定

１．2005/3期経営目標達成のための施策実行

２．連結経営に向けた選択と集中の実行

３．連結経営に向けた厳格な投資管理実現

１．ＥＶＡ評価システム確立と運用基準制定

２．経営戦略に沿った各社人事及び制度確立

３．2005/4以降のグループ経営体制の検討

４．リスク（含むブランド）マネジメント体制の確立

５．当社事業の方向付け及び定量的経営目標を

踏まえた2005/4以降の成長戦略の検討
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連結経営目標

【 主指標 】 ２００２年３月期実績 ２００５年３月期目標

連結純有利子負債／

営業活動によるＣＦ倍率
２１．９倍 １０倍未満

連結株主資本利益率

ＲＯＥ
８．１％ １０％以上

【 グループ経営副次指標 】

グループ有利子負債／

ＥＢＩＴＤＡ倍率
１１．８倍 ９倍未満
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新経営計画の３つのゴール

定性的ゴール

１．連結マネジメント体制確立

２．当社経営の構造改革

３．第三のコア事業育成

定量的ゴール

１．連結経営目標達成

２．連結全セグメント黒字化

３．連単経常利益倍率２倍
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目標達成後の概況

連 結
２００２年 ３月期

実 績

２００５年 ３月期

目 標
比較増減

営業収益 １０，５８１ 億円 １０，４００ 億円 －１８１ 億円

有利子負債 １５，３７７ 億円 １２，０００ 億円 －３，３７７ 億円

営業活動Ｃ／Ｆ ６５５ 億円 １，１２０ 億円 ４６５ 億円

２００２年３月期

連結子会社 ２４３社、持分法適用会社 ４２社
会社数
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ここに掲載されている情報のうち過去の歴史的事実以外のものは将来の見通しであり、

これらは現在入手可能な情報から得られた当社の経営者の判断に基づいております。

従って、実際の業績はこれらと異なる結果となる場合がありますことをご了承ください。

「 将来の見通しについて 」
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